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１．現行制度
（１）法的位置づけ

○ 放課後児童健全育成事業として児童福祉法に位置付けられ、事業を実施する市町村には努
力義務が課されている。また、社会福祉法において、第２種社会福祉事業として位置づけられ
ている。

【児童福祉法】
(昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号) 
第六条の二
２ この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童であつて、その保護
者が労働等により昼間家庭にいないものに、政令で定める基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利
用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。

第二十一条の十 市町村は、児童の健全な育成に資するため、地域の実情に応じた放課後児童健全育成事業を行うと
ともに、当該市町村以外の放課後児童健全育成事業を行う者との連携を図る等により、第六条の二第二項に規定す
る児童の放課後児童健全育成事業の利用の促進に努めなければならない。

【社会福祉法】
(昭和二十六年三月二十九日法律第四十五号) 
第二条
３ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。
二 児童福祉法に規定する児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸
訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業又は小規模住居型児童養育事業、同法
に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経営する事業及び児童の福祉の増進に
ついて相談に応ずる事業。
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（２）基準

○ 放課後児童健全育成事業の法令上の基準として、児童福祉法施行令において、衛生及び安
全が確保された設備を備えるなどとされているが、具体的な法的基準はなく、実施要綱やガイド
ラインにより質の向上を図っている。

【児童福祉法施行令】

(昭和二十三年三月三十一日政令第七十四号) 
第一条の二 児童福祉法(以下「法」という。)第六条の二第二項に規定する放課後児童健全育成事業は、これを利用する児
童の健全な育成が図られるよう、衛生及び安全が確保された設備を備える等により、適切な遊び及び生活の場を与えて実
施されなければならない。

【放課後子どもプラン推進事業実施要綱】
（平成十九年三月三十日文部科学省生涯学習政策局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）
○概要
・ 国の補助対象となる放課後児童健全育成事業を規定

・ 主な内容は、「実施主体（市町村、社会福祉法人その他の者）」、「対象児童（小学校１～３年に加え４年生以上）」、「運営
（放課後児童指導員の配置、原則年間２５０日以上開所、開所時間平日３時間以上・長期休暇８時間以上、専用部屋）」、
「事業の内容（児童の健康管理、出欠確認）」、「費用（国の補助、費用徴収）」等を規定

【放課後児童クラブガイドライン】
（平成十九年十月十九日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）
○概要

・ クラブを生活の場としている子どもの健全育成を図ることを目的として、補助金の交付・不交付を問わず、クラブとして望
ましいう運営内容を目指すことを目的

・ 内容は１４項目から構成され、「対象児童（小学１～３年に加え４年生以上）」、「規模（おおむね４０人程度まで、最大７０
人）」、「開所日・開所時間」、「施設・設備（専用部屋、児童１人当たり１．６５㎡以上、静養スペース）」、「職員体制（放課後
児童指導員として児童の遊びを指導する者の配置）」、「放課後児童指導員の役割」等を規定
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（３）利用手続き
【利用手続きに関する規定】

○ 児童福祉法において、市町村は保護者からの求めがあった場合には、必要に応じて事業の
利用についてあっせん又は調整等を行うこととなっているが、利用手続きに関する具体的規定
はなく、市町村・クラブにより異なっている。

【児童福祉法】

(昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号)
第二十一条の十一 市町村は、子育て支援事業に関し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあつたときは、
当該保護者の希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も
適切な子育て支援事業の利用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。

２ 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあつた場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつ
せん又は調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。

※子育て支援事業・・・放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域
子育て支援拠点事業、一時預かり事業 等

【放課後子どもプラン推進事業実施要綱】
（平成十九年三月三十日文部科学省生涯学習政策局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）
４運営
（10）本事業の実施に当たっては、本事業の加入申し込み等に係る書類について、所定の様式を定め整備すること。
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【利用手続きの現状】

○ 利用の申し込み・決定、利用料の決定などについて、自治体が担っている地域と、クラブが
担っている地域とまちまちとなっている。

＜申し込み窓口＞

・ 市町村が受付窓口になっているクラブが３４．９％、クラブ自身が受付窓口になっているクラブが６０．５％と
なっている。※「次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成２２年３月）」

＜利用決定者＞
・ 入所を判定している自治体が６６．６％、判定を行っていない自治体が２５．６％となっている。
※「学童保育の実態と課題に関する調査研究（国民生活センター、２００８年２月）」

＜利用対象者の要件の確認方法＞
・ 勤労証明書で把握しているクラブが６４．８％となっているが、それ以外の方法で把握しているクラブも
３１．７％となっており厳密な要件の確認を行っていないケースも多い。
※「次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成２２年３月）」

＜利用料決定者＞
・ 自治体の基準で利用料（おやつ代等を除く）を徴収している自治体は６５．７％となっている。
※「学童保育の実態と課題に関する調査研究（国民生活センター、２００８年２月）」

＜登録制＞
・ 利用形態が登録制になっている自治体は９６．０％とほとんどの自治体が登録制となっている。
※「学童保育の実態と課題（全国学童保育連絡協議会、２００７年度）」
※児童館で実施しているクラブが調査対象 5
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（４）事業開始等の仕組み
【事業の開始等の手続きに関する規定】

○ 放課後児童健全育成事業は、社会福祉法において、第２種社会福祉事業として、「事業の開
始の日から１カ月以内に都道府県知事に事業に関する事項を届け出なければならない」とされ
ている。

また、児童福祉法において、「放課後児童健全育成事業を行う者は、事業に関する事項を市町
村長に届け出ることができる」とされている。

【児童福祉法】

(昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号)
第三十四条の七 市町村、社会福祉法人その他の者は、社会福祉法の定めるところにより、放課後児童健全育成事業を行う
ことができる。

【社会福祉法】

(昭和二十六年三月二十九日法律第四十五号)
第六十七条 市町村又は社会福祉法人は、施設を必要としない第一種社会福祉事業を開始したときは、事業開始の日から
一月以内に、事業経営地の都道府県知事に次に掲げる事項を届け出なければならない。
一 経営者の名称及び主たる事務所の所在地
二 事業の種類及び内容
三 条例、定款その他の基本約款

第六十九条 国及び都道府県以外の者は、第二種社会福祉事業を開始したときは、事業開始の日から一月以内に、事業経
営地の都道府県知事に第六十七条第一項各号に掲げる事項を届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出をした者は、その届け出た事項に変更を生じたときは、変更の日から一月以内に、その旨を当該都
道府県知事に届け出なければならない。その事業を廃止したときも、同様とする。
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【児童福祉法】

(昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号)
第二十一条の十五 国、都道府県及び市町村以外の子育て支援事業を行う者は、厚生労働省令で定めるところにより、その
事業に関する事項を市町村長に届け出ることができる。

【児童福祉法施行規則】
(昭和二十三年三月三十一日 厚生省令第十一号)
第二十一条 法第二十一条の十五の規定による届出は、次に掲げる事項(当該届出をした事項に変更があつたときは、当該
変更に係る事項とし、事業を廃止し、若しくは休止し、又は当該届出に係る事業を再開したときは、その旨とする。)を記載し
た届出書を提出することにより行うものとする。
一 事業の種類及び内容
二 経営者の氏名及び住所(法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地)
三 その他市町村長が必要と認める事項
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【ＷＴにおける主な意見】
・ 量的な拡大が急務
・ １９時まで預かってもらえること、夏休みも開いていること、４年生以上もニーズに応じて使えること等が絶対に
必要
・ ナショナルミニマムが必要
・ 指導員の資質、専門性の向上などが重要
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＜論点＞
◎ 新システムにおける放課後児童給付（仮称）の法的位置づけ
・ 新システム法（仮称）における位置づけ
・ 児童福祉法など関連法における位置づけ

◎ 質の確保
・ 特に、指導員の資格、配置基準

◎ 量の整備
・ 地域差がある中で、必要な量を保障する法的枠組みをどのようにするか
・ 待機児童の解消のみならず、開所時間のニーズ、４年生以上のニーズも
踏まえて対応



２ 新システムにおける仕組みの検討
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２．新システムにおける仕組みの検討
（１）事業の位置づけ（事業構成）
○ 放課後児童クラブについては、
・ 保護者会で実施しているクラブや小規模のクラブが多い等、その運営形態が多様であること
・ 週３日以下の利用児童が約１／４程度存在するなど、サービス利用の実態が多様であること
・ サービス利用手続きが、地域によっては、市町村やクラブで行われており多様であること

などといった実態を踏まえ、市町村が地域の実情に応じてサービスを提供できるよう、市町村事
業として実施。

（２）基準の設定
○ サービスの質を確保する観点から、全国一律の基準を設けることが必要。
→ 児童福祉法に基づく基準として位置づけ

※児童福祉法に規定する基本的事項・・・事業の定義、利用対象者など
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（３）基準記載事項のイメージ

○ 児童福祉法に規定する場合の一律の基準について、現行「放課後児童クラブガイドライン」の
内容を踏まえつつ、地域の実情に応じた柔軟な事業実施を可能とする観点から、基準の項目や
内容を整理する必要がある。

【考え方】

○ 放課後児童クラブの質を確保するために最低限必要な内容については、国が一律の基準を
示し、それを満たす形で市町村が設備、人員配置、事業内容等に関する基準を定め、質の確保
を担保してはどうか。

○ また、地域の実情に応じて柔軟に実施する必要がある事項については、国が基準を示し、市
町村がそれを勘案し、地域の実情に応じて基準を定め、質の確保を担保することとしてはどうか。

（一律の基準）
※例えば、現行の国庫補助金基準上の規定
・放課後児童指導員の配置
・クラブの専用部屋
・年間開所日数、開所時間 など

（地域の実情に応じた基準）
※例えば、現行のガイドライン上の規定
・クラブの人数規模
・指導員の要件、人員配置基準
・面積基準 など
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（課題）
○ 一律の基準、地域の実情に応じた基準の内容や利用料に関する規定をどうするか。
※ 必須事業として位置づけることも考えられる

※ 指導員の処遇改善、基準を満たすための支援措置（指導員に対する研修強化等）が必要で
はないか。また、経過措置期間が必要ではないか

（４）新システムにおける利用手続き等
【利用対象者】
○ 小学校に就学している留守家庭児童
○ 小学校４年生以上も対象となることを明記

【利用の手続き】
○ 利用者は、現行どおり、地域の実情に応じて市町村又は事業者に申し込む。
＜手続きの流れ＞

① 利用者は、市町村又は事業者に対し事業の利用を申し込む
↓

② 市町村又は事業者は申し込みに対して、サービス利用にかかる可否を決定し、登録児童として管理
↓

③ 事業者は利用の決定を行った後、市町村に対し、利用児童等の状況の報告を行う
↓

④ 市町村又は事業者は、利用児童等の状況を踏まえ、利用料の決定を行う
（利用料減免を実施する場合には利用者から市町村へ減免の申請を行う）

○ 市町村は、利用状況を随時把握（事業者は市町村に状況報告）、利用についてのあっせん、
調整を行う（児童福祉法第２１条の１１第２項） ※ 量的整備については（５）で整理12
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（５）計画的な基盤整備

○ 放課後児童クラブについては、多大な潜在需要がある。市町村が地域のニーズを的確に把
握し、市町村新システム事業計画（仮称）において需要の見込み、見込量の確保のための方策
を記載することにより、計画的に提供体制の整備を図る。

【放課後児童クラブに関する潜在需要】
○ 放課後児童クラブに対する潜在的な需要は大きく、これに応えるだけの基盤整備が必要
（参考）子ども・子育てビジョンに基づく目標値：平成２６年度 １１１万人、平成２９年度 １２９万人

※現在の利用児童数 ８１．４万人（平成２２年５月現在）

【国が参酌標準を策定】
○ 市町村が潜在的な需要も踏まえたニーズを把握するため、国は参酌標準を策定する。

【子ども・子育て包括交付金（仮称）による支援】

○ 市町村が策定した新システム事業計画（仮称）に必要な費用に対し、国は子ども・子育て包括
交付金（仮称）を交付する。

【計画に基づく基盤整備】

○ 市町村は、市町村新システム事業計画（仮称）に基づき、放課後児童クラブの提供体制を計
画的に整備する。
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３ 放課後子ども教室との関係

○ 「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」は、放課後や週末等に子どもたちが安全で安心し
て、健やかに育まれるよう、活動場所を確保する点では、共通している。

○ 一方、両事業は役割や活動内容（実施日数や実施体制等）のほか、抱えている課題等に違
いがある。

※「放課後児童クラブ」の状況
・専用スペースや専任の指導員の確保、年間２５０日以上、平日３時間、長期休暇８時間等の一定の基準に基づいた継
続的な実施が必要
・「小１の壁」をなくすため、量的拡充（待機児童の解消、開所時間の延長等）、質の確保（体制の整備、職員の処遇改
善等）などを図っていくことが求められている

「放課後子ども教室」の状況
・「放課後子ども教室」は、「コミュニティ・スクール」や「学校支援地域本部」等とともに、地域との連携による教育支援
活動促進の中心的事業
・地域のボランティアを中心に弾力的に運営されており、専任の指導員は要件にしていない。
・年間６０日未満（週１日程度未満）の実施教室が全体の４割以上、週末だけの実施も
・２５０日以上実施する教室は全体の２割で、そのうち約８割を１０市区（政令市、特別区、中核市） で占める
・実施場所は学校内が約７割、ただし必ずしも固定した場所で実施しているわけではない

→ 将来的には両事業を一体的に実施していくことを目指しつつ、当面はそれぞれの質・量の充
実を図ることが急務

14

放課後児童給付（仮称）



○ 両事業の連携については、「放課後児童クラブ」の利用児童が「放課後子ども教室」を活用し
て、地域住民とのつながりを深めるなど、子どもにとって有意義。

○ そのため、「新システム」「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業」それぞれに
おいて、市町村が地域の実情に応じ、放課後児童クラブと放課後子ども教室との連携方策を位
置づける。

15

放課後児童給付（仮称）



参 考 資 料
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○クラブ数 19,946か所（全国の小学校約22,000校のおよそ9割程度）

○登録児童数 814,439人 （全国の小学校1～3年生約343万人の2割程度＝5人に1人）
○利用できなかった児童数（待機児童数） 8,021人〔利用できなかった児童がいるクラブ数 1,567か所〕

放課後児童クラブについて
【事業の内容、目的】

共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館などで、
放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る
（平成9年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第6条の2第2項〉）

【現状】（クラブ数及び児童数は平成22年5月現在）

【事業に対する国の助成［児童育成事業費（特別会計）から事業実施市町村への補助］】

・「子ども・子育てビジョン」（平成２２年１月２９日閣議決定）
⇒平成２６年度までに111万人（小学校1～3 年生の32％＝3人に1人）の受入児童数をめざす

○運営費
・概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。
・残りの1/2分について、児童数が10人以上で、
原則、長期休暇（８時間以上開所）を含む年間250日以上開設
するクラブに補助。
・例：児童数が40人の場合、1クラブ当たり基準額：310.1万円

（総事業費620.2万円）
○整備費
・新たに施設を創設する場合（基準額：2,150.4万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場合
（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成。

※運営費は、国・都道府県・市町村が3分の1ずつ負担。整備費（創設費）は、国・都道府県・設置者が3分の1ず
つ負担。整備費（創設費を除く）は、国・都道府県・市町村が3分の1ずつ負担。

運営費の負担の考え方

1 / 2

1 / 3

1 / 3

1 / 3国
1 / 6

都道府県
1 / 6

市町村
1 / 6

保護者
1 / 2

1 / 2（基準額）

○平成２３年度予算額（案） ３０７．５億円（３３．３億円増）

・「放課後子どもプラン」（平成１９年度～）⇒原則としてすべての小学校区での実施をめざす

※国(1/6)は事業主
拠出金財源
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○ 平成２２年では、クラブ数は対前年１，４６７か所増の１万９，９４６か所、登録児童数は対前年６，５８２人増の
８１万４，４３９人となっている。平成１０年から平成２１年までに、平均でクラブ数は年８００か所の増、児童数は
年４万２，０００人の増となっている。また、クラブを利用できなかった児童数（待機児童数）は対前年３，４１７人
減の８，０２１人と３年連続の減少となっている。

放課後児童クラブ数及び登録児童数等の推移

（人）（か所）

12,000

14,000

10,000

8,000

6,000

16,000

4,000

2,000

0

※各年５月１日現在（育成環境課調） 18



17:00まで

675か所(3%)

17:01～18:00

8,904か所

(45%)
18:01～19:00

9,506か所

(48%)

19:01以降

837か所（4%）

9人以下

642か所（3%）

10～19人

2,167か所

(11%)

20～35人

5,520か所

(28%)36～45人

4,359か所

(22%)

46～55人

3,147か所

(16%)

56～70人

2,890か所

(14%)

71人以上

1,221か所

(6%)

放課後児童クラブの現状
○規模別実施状況

登録児童数の人数規模別でみると、２０人～４５人
までのクラブが全体の約５０％を占める。

○終了時刻の状況（平日）

17:01～18:00の閉所が全体の約４５％、18:01～
19:00の閉所が全体の約４８％を占める。

学校

余裕教室

5,752か所

(29%)

学校

敷地内

4,396か所

(22%)

児童館

2,690か所

(14%)

公的施設等

3,014か所

(15%)

その他

4,094か所

(20%)

○設置場所の状況

設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校

敷地内の専用施設が約２２％、児童館が約１４％
であり、これらで全体の約６割を占める。

１年生

29万人

(35%)

２年生

25万人

(31%)

３年生

19万人

(23%)

４年生

以上他

9万人

(11%)

○登録児童の学年別の状況

小学校１年生から３年生までで全体の約９割を占め
る。

※平成２２年５月１日現在（育成環境課調）
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放課後児童健全育成事業の補助要件について

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の２第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭に
いない小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切
な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るもの 。

事業の趣旨

２．対象児童
・ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～３年
の就学児童
・ その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の
小学部及び小学校４年生以上）

１．実施主体

市町村（特別区を含む。）、社会福祉法人その他の者

５．開所日・開所時間
・ 原則として、年間250日以上開所すること。
・ 開所時間については、１日平均３時間以上とすること。た
だし、長期休暇期間などについては、原則として１日８時間
以上開所。

６．施設・設備
・ 活動に要する遊具、図書及び児童の所持品を収納するた
めのロッカーの他、生活の場として必要なカーペット、畳等を
備えること。
・ 同じ建物内で、すべての子どもを対象とした活動拠点（居
場所）の提供を併せて行う場合には、放課後児童のために
間仕切り等で区切られた専用スペース又は専用部屋を設け、
生活の場としての機能が十分確保されるよう留意すること。

４．職員体制
放課後児童指導員を配置すること。

７．事業の内容
（１）放課後児童の健康管理、情緒の安定の確保
（２）出欠確認をはじめとする放課後児童の安全確認、活動中
及び来所・帰宅時の安全確保

（３）放課後児童の活動状況の把握
（４）遊びの活動への意欲と態度の形成
（５）遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培うこと
（６）連絡帳等を通じた家庭との日常的な連絡、情報交換の実施
（７）家庭や地域での遊びの環境づくりへの支援
（８）その他放課後児童の健全育成上必要な活動

補助要件

３．利用児童数

10人以上（開設日数が200～249日の場合は20人以上）

20



放課後児童クラブガイドラインについて

○ 子育てと仕事の両立支援に対するニーズの増大を背景に、放課後児童クラブ数が年々増加していることから、クラブを生活の場として
いる子どもの健全育成を図ることを目的として、補助金の交付・不交付を問わず、クラブとして望ましい運営内容を目指すためのガイドライン
を国において初めて策定。
○ 本ガイドラインを参考に、各クラブにおいて定期的に自己点検を行うなどにより資質の向上を図る。

趣旨・目的

「放課後児童クラブガイドラインについて」（平成１９年１０月１９日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

１．対象児童
・ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～３年の就学児童。
・ その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の小学部及び小学校４年
生以上）

２．規模
・ 集団の規模については、おおむね４０人程度までとすることが望ましい。
・ １放課後児童クラブの規模については、最大７０人までとすること。

３．開所日・開所時間
・ 子どもの放課後の時間帯、地域の実情や保護者の就労状況を考慮。
・ 土曜日、長期休業期間等は、保護者の就労実態等を踏まえて８時間以
上開所。
・ 新１年生については、保育所との連続を考慮し４月１日より受け入れるこ
と。

４．施設・設備
・ 専用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、生活の
場としての機能が十分確保されるよう留意すること。
・ 子どもが生活するスペースについては児童１人当たり１．６５㎡以上が望
ましい。なお、体調が悪い時等に休息できる静養スペースを確保すること。
・ 施設・設備は衛生及び安全が確保されているとともに、事業に必要な設
備・備品を備えること。

５．職員体制
・ 放課後児童指導員を配置すること。
・ 放課後児童指導員は、児童福祉施設最低基準第３８条に規定する児童
の遊びを指導する者の資格を有する者が望ましい。

６．放課後児童指導員の役割
・ 子どもの人権の尊重、個人差への配慮、体罰等の禁止、プライバシー保
護等に留意のうえ、次の活動を行うこと。
① 子どもの健康管理、出席確認等の安全確保、情緒の安定を図る。
② 遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培う。
③ 子どもが宿題・自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必要
な援助を行う。
④ 基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、
その力を身につけさせる。
⑤ 活動内容について家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、家
庭や地域での遊びの環境づくりへの支援を行う。
⑥ 児童虐待の早期発見に努め、児童虐待等により福祉的介入が必要とさ
れるケースについては、市町村等が設置する要保護児童対策地域協議
会等を活用しながら、児童相談所や保健所等の関係機関と連携して対
応。

⑦ その他放課後における子どもの健全育成上必要な活動を行う。

○その他
７．保護者への支援・連携
・ 保護者自身が互いに協力して子育ての責任を果たせるよう支援。

８．学校との連携
・ 学校、放課後子ども教室との連携を図る。

９．関係機関・地域との連携
10. 安全対策
11. 特に配慮を必要とする児童への対応
12. 事業内容等の向上について
13. 利用者への情報提供等
14. 要望・苦情への対応

ガイドラインの概要
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【放課後児童クラブの実施状況①】

○実施状況（平成２２年５月現在）
・クラブ数 １万９，９４６か所（全国の小学校約２万２，０００校のおよそ９割程度）
（クラブ未実施市町村数 １７０市町村（全市町村の９．７％））
・登録児童数 ８１万４，４３９人(全国の小学校１～３年生約３４３万人の２割程度
・利用できなかった児童数（待機児童数） ８，０２１人
・年間開設日数 平均２８３．０日
・１８：０１以降開設しているクラブ １万３４３か所（全クラブの５１．９％）

18%（230件）

4%（48件）

10%（127件）

13%（168件）

15%（190件）

20%（246件）

30%（372件）

33%（413件）

36%（449件）

37%（468件）

0 100 200 300 400 500 600

８．両事業の調整・理解に時間が必要

10．その他

９．地域の理解を得られていない

７．地域・家庭で子どもを見守る・預かる施策が他にある

６．補助金の受給の要件が高い

５．次年度以降の実施に向け検討中

４．予算の確保が困難

３．指導員等の人材確保が困難

２．実施場所の確保が困難

１．ニーズがない

回答自治体数：１，１４７件

○放課後児童クラブを実施していない理由

※小学校区ごとに理由を調査（複数回答）

※「その他」の主な内容は、「１クラブで複数の小学校区を受け持っている」（５６件）、「児童数が少ない」（４６件）、「代替施設・事業がある」（３２件）など

（平成１９年１２月、放課後子どもプラン実施状況調査）
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【放課後児童クラブの実施状況②】

○基準（人員配置）の策定状況
・配置基準を決めている都道府県は19.1%となっている。

配置基準を
決めている

配置基準を
決めていない

無回答 計

都道府県数 9 38 0 47

（全体に占める割合） 19.1% 80.9% 0.0% 100.0%

※学童保育サービスの環境整備に関する調査研究（国民生活センター、2010年3月）

（か所）

・配置基準を決めている市町村は47.3%となっている。

配置基準を
決めている

配置基準を
決めていない

無回答 全体

市町村数 433 465 107 916

（全体に占める割合） 47.3% 50.8% 11.7% 100.0%

※学童保育サービスの環境整備に関する調査研究（国民生活センター、2010年3月）

（か所）

○人員配置の状況

登録児童数 １～２４人 ２５～４８人 ４９～６０人 ６１～９０人 ９１～１２０人 １２１人以上 計

平均職員数 3.7 4.5 5.6 6.3 7.1 10.4 4.8

（人）

※次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成22年3月）



＜クラブの利用申し込み窓口＞
○市町村が受付窓口になっているクラブが34.9%、クラブ自身が受付窓口になっているクラブが
60.5%となっている。

市区町村が
受付窓口

クラブが
受付窓口

無回答 計

クラブ数 1,225 2,123 163 3,511

（全体に占める割合） 34.9% 60.5% 4.6% 100.0%

※次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成22年3月）

（か所）
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＜利用決定者＞
○入所を判定している自治体が66.6%、判定を行っていない自治体が25.6%となっている。

自治体による
入所判定有り

自治体による
入所判定無し

無回答 計

自治体数 714 274 84 1,072

（全体に占める割合） 66.6% 25.6% 7.8% 100.0%

※学童保育の実態と課題に関する調査研究（国民生活センター、2008年2月）

（か所）

【利用手続きの現状①】



＜利用対象者の要件の確認方法＞
○勤労証明書で把握しているクラブが64.8%、その他の方法で把握しているクラブが31.7%と
なっている。

勤務先の勤労証明書
を出してもらっている

その他の方法で
把握している

把握していない 計

クラブ数 2,124 1,039 115 3,278

（全体に占める割合） 64.8% 31.7% 3.5% 100.0%

※次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成22年3月）

（か所）
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＜利用料決定者＞
○自治体の基準で利用料（保育料）を徴収している自治体は65.7%となっている。

利用料（保育料） おやつ代 傷害保険料 全体

自治体による基準で徴収
している自治体数

704 484 403 1,072

（全体に占める割合） 65.7% 45.1% 37.6% 100.0%

※学童保育の実態と課題に関する調査研究（国民生活センター、2008年2月）

（か所）

【利用手続きの現状②】



＜登録制の状況＞
○利用形態が登録制になっている自治体は96.0%となっている。

登録制になっている
登録制になって
いない

計

自治体数 402 17 419

（全体に占める割合） 96.0% 4.0% 100.0%

※学童保育の実態と課題（全国学童保育連絡協議会、2007年度）
※児童館内で実施している放課後児童クラブが調査対象

（か所）
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【利用手続きの現状③】



【運営形態・利用実態】

27
※平成２２年５月１日現在（育成環境課調）

＜クラブの運営形態の多様性＞
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一週間の利用日数
週に１日
利用

週に２日
利用

週に３日
利用

週に４日
利用

週に５日
利用

週に６日
以上利用

計

児童数 8,687 10,844 17,862 30,414 77,785 14,258 159,850

（全体に占める割合） 5.4% 6.8% 11.2% 19.0% 48.7% 8.9% 100.0%

＜クラブ利用児童の一週間の利用日数＞
○「週に４日以上の利用」が全体の76.6％を占める一方で、「週に３日以下の利用」が全体の
23.4％を占める。

※次世代育成支援のための実態調査（厚生労働省、平成22年3月）
※調査対象クラブ数は3,435か所

（人）



＜放課後児童クラブガイドラインの達成状況＞

※平成２２年５月１日現在（育成環境課調）

放課後児童指導員の資格の状況 登録児童1人当たりの生活スペース

（33．2％）

（15．4％）

（3．3％）

約３割の指導員が無資格者となっている。 ２５．９％のクラブが児童１人あたりの面積が１．６５㎡
未満となっている。

（７４．１％）

（２５．９％）

注１：（ ）内は全クラブ数（19,946か所）に対する割合。

（28．6％）

（19．5％）

注１：（ ）内は総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・非常勤を
区別しない。また、１人の指導員に対し、１つの資格を計上。

注２：「その他３８条」は「保育士・幼稚園教諭」、「幼稚園以外の教諭」、「児童福祉経験
有り」以外で児童福祉施設最低基準第３８条第２項に該当する者。

5,161か所

14,785か所

注２：放課後児童クラブガイドラインにおいて、子どもが生活する
スペースについては児童1人あたりおおむね1.65㎡以上の
面積を確保することが望ましいとしている。

注３：放課後児童クラブガイドラインにおいて、放課後児童指導員は児童福祉施
設最低基準第38条に規定する児童の遊びを指導する者が望ましいとしてい
る。

１．６５㎡未満のクラブ

１．６５㎡以上のクラブ
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 利用者負担（月額） 2003年調査 2007年調査 
    5,000円未満 49.1％ 41.8％ 
5,000～10,000円未満 40.3％ 46.4％ 

10,000～15,000円未満 9.4％ 10.1％ 
15,000～20,000円未満 1.1％ 1.7％ 

20,000円以上 0.1％ 0％ 
 

【利用者負担の実態】
放課後児童クラブに係る利用者負担については、月額2,000円～10,000円の間で設定されている割合が高く、
平均で6,000円程度となっている。

利用者負担（月額） 割合(2001年) 
利用料なし 9.4％

2,000円未満 8.0％
2,000～4,000円未満 19.8％
4,000～6,000円未満 20.1％
6,000～8,000円未満 15.4％

8,000～10,000円未満 6.9％
10,000～12,000円未満 7.8％
12,000～14,000円未満 3.6％
14,000～16,000円未満 2.9％

16,000円以上 3.1％
月額利用料の平均額 5,716円

＜平成１５年及び平成１９年（全国学童保育連絡協議会調べ）＞＜平成１３年地域児童福祉事業等調査（厚生労働省）＞

放課後児童クラブにおける利用者負担について

【利用者負担について】

放課後児童クラブの利用者負担については、現行、「事業を実施するために必要な経費の一部を保護者から徴収するこ
とができる」とされ、市町村等によってまちまちとなっている。
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放課後児童クラブに係る利用料減免については、約半数の自治体が実施している。

＜平成１５年及び平成１９年（全国学童保育連絡協議会調べ）＞

＜利用料減免＞

自治体として保育料の減免があるか（自治体数）（ ）内は％ どのような減免措置か（ ）内は％

生活保護世帯 583 (77.5)
減免がある 701 (36.1) 752 (50.7) 非課税世帯 325 (43.2)
減免はない 1239 (63.9) 712 (48.0) 弟妹入所家庭 286 (38.0)
その他 20 (1.3) 高学年 16 (2.1)
合計 1940 (100.0) 1484 (100.0) その他 357 (47.5)

*( )内「ある」と回答した752自治体との比率(％)

*「どのような減免措置か」の「その他」は、「準要保護世帯」「就学援助世帯」「母子父子家庭」
　「保護者の事故・病気家庭」「災害被災家庭」「出席日数に応じた減免」など。

2003年調査 2007年調査
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「放課後子どもプラン」の概要

地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進するため、各市町村において、
教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則として、すべての小学校区において、文部科学省の「放課
後子ども教室」と厚生労働省の「放課後児童クラブ」を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策（放
課後子どもプラン）を推進する。

実施場所

小学校（余裕教室） ２８．８％
〃 （専用施設） ２２．０％

児童館 １３．５％
その他（専用施設、既存公的施設など） ３５．７％

（平成２２年５月）

指導者

実施か所数 １９，９４６か所（平成２２年５月）９，２８０か所（平成２２年度）

趣旨・目的

趣 旨

「放課後子どもプラン推進事業」

小学校 ７２．６％
公民館 １０．４％
児童館 ３．９％
その他（生涯学習センター、公園など） １３．１％

（平成２１年度）

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの
活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、
学習やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流
活動等の機会を提供する取組を推進する。

共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の
児童に対して、放課後に適切な遊びや生活の場を与
えて、その健全な育成を図る。（児童福祉法第６条２
第２項に規定）

放課後子ども教室 （文部科学省） 放課後児童クラブ （厚生労働省）

放課後児童指導員（専任）

開設日数 １１９．８日 （平成２２年度平均）

原則としてすべての小学
校区での実施を目指す

原則として長期休暇を含む年間２５０日以上

地域の協力者等 32



放課後子ども教室の現状
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【活動日数】
○ 平均すると年間約１２０日（週２日程度）の開催となっているが、実態としては、地域によってバラツキが大きい。
年間６０日未満（週１日未満）の開催の教室が全体の４３．４％、年間１２０日未満（週１～２日程度）の開催の教室が全体
の６１．９％を占めている。

○ 全国で実施されている教室の約２割で、年間２５０日以上（週５日程度）の実施を行っているが、そのうち約９割が、政令

市・中核市・東京都特別区に集中している。また、その中でも一部の大都市に集中しており、年間を通じて週５日程度の実
施は、ごく一部の自治体に限られている状況。（放課後子ども教室を実施している１，０６５市町村の１％以下である１０市
区で２５０日以上実施している教室の約８割を占める状況。）

【活動する曜日等】
地域の実情に応じて様々であり、全体の２割弱は週末のみの実施となっている。

〈活動日数について〉

その他
21.1%

仙台市
5.5%

大阪市
15.8%

名古屋市
14.6%

川崎市
6.0%

横浜市
18.5%

札幌市
6.9%

尼崎市
2.3%

江戸川区
3.9%

世田谷区
3.4%

品川区
2.0%

年間２５０日以上実施状況（自治体別）年間実施日数（全国９，２８０箇所の実施状況）

60日未満

４３．４％

（週1日程度未満）

120日未満

250日未満

250日以上

（週1～2日程度未満）

１８．５％

１７．８％

（週3～

（週5日程度）
２０．３％

4日程度） ６１．９％
（週２日未満の実施教室）
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【活動場所】

実施場所は、全体の７２．６％が小学校の余裕教室や図書室、体育館、校庭など、小学校
内で実施している。（その他、公民館（１０．４％）、児童館（３．９％）、生涯学習センター・公園
等（１３．１％）などで実施）

ただし、学校内であっても、必ずしも固定した場所で実施しているわけではなく、学校行事や
天候等により、実施場所の確保ができない場合は、教室を開催しない事例もある。

【活動時間】

活動終了後直ちに帰宅させるものが多く、放課後児童クラブのように１８～１９時まで実施し
ているものは少ない。

〈活動場所・時間等について〉
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【活動経費】
（平成２２年度国庫補助申請ベース）

○放課後子ども教室実施にかかる事業費は、全国９，２８０箇所で約１４０．４億円
（うち国庫補助は１／３の４６．８億円）

○平均単価としては、１箇所あたり１５１．３万円（国庫補助約50万円）だが、活動規模等
（日数、時間、人数、活動体制・内容）により大きく差があるのが現状。

【放課後児童クラブ】の予算額（Ｈ２２年度） ２７４．２億円

●【放課後児童クラブ】（Ｈ２２年度） 登録児童数 ８１万４，４３９人
待機児童数 ８，０２１人

放課後児童クラブ登録児童以外の児童数 ２６１万９，１５０人

〈活動経費（事業費）について〉

（参考１）

（参考２）

●小学校１～３年生のうち、

（Ｈ２２年度）

●【放課後児童クラブ】
子ども・子育てビジョンに基づく目標値 Ｈ２６年度 １１１万人

Ｈ２９年度 １２９万人
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